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研究要旨 

口腔の健康問題は多くの全身疾患の原因となり、またそれ自体が健康寿命に影響を与えることが

報告されているが、国民の歯科受診率は伸び悩んでいる。健康サポート薬局は地域住民の健康サポ

ートを具体的かつ積極的に行う機能を有しており、地域住民の“口腔”の健康サポートを行い、歯

科受診勧奨を勧める上でも、最適な立ち位置にある。我々の調査では、口腔の健康維持・増進に関

する薬局薬剤師の知識と自信度は不足していた。そこで、薬局薬剤師に対する口腔の健康サポート

に特化した研修プログラムを構築し、薬剤師に対する教育効果と有用性を明らかにした。併せて、

口腔の健康サポートを行う上で薬剤師が地域住民に説明するために必要な資材を、多施設介入研究

を通じて決定した。当該介入研究では、研修プログラムを修了した健康サポート薬局の薬剤師が口

腔の健康サポートを行うことで、地域住民の歯科受診率が改善することが明らかとなった。さら

に、文献調査に基づく考察からは、中長期的には健康状態の改善や医療費・歯科医療費の抑制に寄

与する可能性も示唆された。これらの結果は、健康サポート薬局の薬剤師による継続的な口腔の健

康支援の有効性を裏付けるものであり、今後、健康寿命延伸に向けた施策の一環としての活用が期

待される。 
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A．研究目的 

研究代表者はこれまでの調査研究により、日本

の薬局薬剤師は諸外国と比べて、地域住民の口腔

関連トラブルに対応することに自信が持ててい

ないことを報告してきた 1）。さらに、患者、歯科

医師に対する調査研究により、薬局薬剤師が口腔

の健康に参画するニーズを明らかにしてきた 2)､3)。

これより、口腔の健康サポートは薬局薬剤師の取

組むべき最重要事項の一つと考えられる。 

一方で、2015 年に策定された患者のための薬局

ビジョンにおいて、健康サポート薬局が定義され、

その機能として、地域住民の健康サポートを積極

的かつ具体的に実施することとされており、口腔

の健康サポートもこの中に含まれるべきと考え

る。しかしながら、これまで薬学教育モデル・コ

ア・カリキュラムには口腔領域は含まれておらず、

薬剤師が業務において口腔ケアに参画すること

はほとんどなかった。そのため、2022年日本口腔

ケア学会も、「薬剤師教育における口腔ケア領域

の充実および、臨床の現場における薬剤師の口腔

ケアへの参画が重要」とする大阪宣言を発出した

4)。現在のところ、健康サポート薬局が行う口腔の

健康サポート事業の有用性に関する研究報告は

存在しない。そこで本研究では、健康サポート薬

局の薬剤師による口腔の健康サポートイベント

による、地域住民の歯科受診率、口腔の健康状態、

さらに医療費に対する効果を検討した。 

本研究は 2 年計画であり、1 年目には薬局薬剤

師による口腔の健康サポートの医療費・歯科医療

費への影響を推計するにあたっての基盤となる

情報を得るために文献レビューを行った（分担研

究：歯科領域の医療費・歯科医療費に関する文献

レビュー）。また、これまでに行った薬局薬剤師対

象の口腔ケアに対する認識調査の成果は、本研究

の重要な知見となるため、その英語論文化を行っ

た（分担研究：口腔ケアに対する薬局薬剤師の認

識に関する先行調査の論文化）。さらに、1年目か

ら 2年目にかけて、薬剤師の口腔の健康に関する

知識、スキルの向上のための薬剤師研修プログラ

ムを構築した（代表研究：健康サポート薬局の薬

剤師を対象とした口腔の健康に関する研修プロ

グラムの構築と実施）。その上で 2 年目には当該

研修を受講した薬剤師による地域住民に対する

口腔の健康サポートの有用性に関する無作為化

比較試験（代表研究：健康サポート薬局の薬剤師

による地域住民に対する口腔の健康サポートの

有用性）を行い、その際に使用した資材から、薬

剤師による口腔の健康サポートに有用なものを

抽出した（代表研究：健康サポート薬局の薬剤師

を対象とした口腔の健康に関する研修プログラ

ムの構築と実施）。更に、無作為化比較試験の結果

から薬局薬剤師による口腔の健康サポートの医

療費・歯科医療費への影響を推計した（分担研究：

薬局薬剤師による口腔の健康サポートの医療費・

歯科医療費への影響）。 

 

B．研究方法 

1．健康サポート薬局の薬剤師を対象とした口腔

の健康に関する研修プログラムの構築と実施 

代表研究報告書（別添４）のとおり。 

 

2．健康サポート薬局の薬剤師による地域住民に

対する口腔の健康サポートの有用性 

代表研究報告書（別添４）のとおり。 

 

3．健康サポート薬局での口腔の健康サポートに

よる医療費・歯科医療費への影響評価の検討 

分担研究報告書（別添４）のとおり。 

 

C．研究成果 

1．健康サポート薬局の薬剤師を対象とした口腔

の健康に関する研修プログラムの構築と実施 

代表研究報告書（別添４）のとおり。 

 

2．健康サポート薬局の薬剤師による地域住民に

対する口腔の健康サポートの有用性 

代表研究報告書（別添４）のとおり。 
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3．健康サポート薬局での口腔の健康サポートに

よる医療費・歯科医療費への影響評価の検討 

分担研究報告書（別添４）のとおり。 

 

D. 考察 

 本研究により、健康サポート薬局に勤務する薬

剤師に対して、口腔の健康サポートの教育研修を

行い、口腔の健康の重要性を理解し、イベントの

方法を学んだうえで、口腔ケアと観察方法を実習

し、更にそれを薬局業務の中で実践することで、

口腔の健康に関する知識や自信、対応力があがり、

口腔の健康サポートを行っていく意欲も上がる

ことが明らかになった。更に、薬剤師が主体的に

口腔の健康について情報提供、啓発することで地

域住民の歯科受診率があがり、オーラルフレイル

が改善する可能性が示唆された。オーラルフレイ

ルと健康寿命の関連から、薬剤師が口腔の健康に

ついて地域住民に働きかけることでの健康寿命

の延伸に加えて医療費の削減に寄与できる可能

性があると考えられた。 

 

E. 結論 

 本研究で構築した研修プログラムを活用し、薬

局薬剤師に対する研修を実施することで、口腔の

健康に関する知識および支援に対する自信度の

向上が図られることが示唆された。 

さらに、選定された啓発資材を用いて地域住民へ

の介入を全国的に展開することにより、歯科医師

との連携を通じて歯科健診受診率の向上および

健康寿命の延伸に資するのみならず、医療費の適

正化にも寄与することが期待される。 

 

F. 健康危険情報 

 なし 

 

G. 研究発表 

1．論文発表 

1. Hiroki Iwata, Rintaro Yoshida, Naoko 
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2. Naoko Hayashi, Mari Yoshida, Narumi Maida, 

Shingo Kondo, Masanori Ogawa, Hiroki Iwata, 
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千葉, (2024. 6) 

2. 山浦克典: 薬学教育モデルコアカリキュラム
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研究要旨 

〈背景・目的〉 

口腔の健康は全身疾患の原因となり、またそれ自体が健康寿命に影響を与えることが報告されてい

る。そのため口腔の健康維持・増進が健康寿命の延伸に重要であるが、国民の歯科健診受診率は伸

び悩んでいる。健康サポート薬局は地域住民の健康維持・増進の支援を具体的かつ積極的に行う機

能を有しており、当該薬局の薬剤師は地域住民の口腔の健康サポートにおいても適していると考え

られる。しかし、薬剤師が口腔に関する知識を得る場が限られていることから、薬局薬剤師に対す

る口腔の健康サポートに特化した研修プログラムを構築し、それを元に共同研究施設である 27薬局

による多施設無作為化介入研究（RCT）を行いその有用性を評価した。また、介入研究時に使用し

た資材を元に、薬局で薬剤師が口腔の健康サポートを実践するのに適した支援資材を検討した。 

〈方法〉 

健康サポート薬局薬剤師向けの web研修並びに実地研修プログラムを構築した。実地研修プログラ

ムは 2024年 3月 24日と 2024年 4月 14日の 2グループに分けて行い、研修前、研修後と介入研究

終了後の計 3回、無記名自記式質問紙調査を実施し、「理解度」と「満足度」の CS分析により有用

性評価を行った。さらに使用頻度の高い資材を選定するため、初回に配布した 30種類の資材のうち

追加請求枚数から使用頻度の高い資材を確認した。 

〈結果〉 

今回の研修で行った web研修を含めた 6種類のプログラムのうち満足度に対する理解度の影響が特

に大きかったのが、「口腔の健康の重要性についての講義」と「健康サポート薬局で行うイベント開

催のコツの講義」であったが、後者の理解度は小さかった。更に、「口腔ケアの実施方法と観察の実

習」は全体の満足度に関係なく理解度が高かった。研修前の質問紙調査では口腔の健康に関する相

談に適切に回答する自信があると答えた薬剤師は 11.8％とわずかであったが、介入研究終了直後で

は、自信があると答えた薬剤師は 45.5％まで増えていた。また、研修前と介入研究終了直後で、勤

務する薬局における口腔関連商品の品ぞろえは平均 4.76 個から 5.38個に有意に増加していた。  

研修前に何らかの口腔の健康サポートを行っていた薬剤師は 32.4％であり、口腔の健康サポートに

薬剤師が積極的に関わるべきだと回答した薬剤師は 85.3%だったが、介入研究を通じて口腔の健康サ
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ポート経験を積んだ後には積極的に関わるべきと回答した薬剤師は 97.1%に有意に増加した。 

介入試験時に使用した資材は、「唾液の役割」「歯磨きの仕方」「歯周病の基本」「口腔機能低下症」

「糖尿病と歯周病」の順に使用量が多かった。 

〈考察〉 

本研修に対する満足度は高く、口腔の健康相談に適切に対応する自信度が高まった事からプログラ

ムの有用性が明らかになった。また、そのうち、薬剤師による口腔の健康の有用性に関する講義の

理解度が満足度に最も影響していたことから、薬剤師にとって口腔の健康の重要性について理解す

ることは重要であり、自信にも繋がっていた。一方で健康サポートイベントに関しては理解度が低

いことが満足度に影響してしまったため改善が必要であると考えられた。今後はこのような研修を

全国で行っていくことにより、薬局薬剤師全体の口腔に関する意識を高め、セルフメディケーショ

ンのファーストアクセスとしての健康サポート薬局において情報発信していくことで地域住民の健

康に寄与できると考える。 

更に、本研究で使用した資材より、薬局でどのような資材が必要とされているかが明らかになった

ため、これらの資材をまとめた薬局利用者向け冊子を作成して配布していきたい。 

 

A．研究目的 

我が国の国民医療費は、2020 年時点で 42.9 兆

円に達しており、高齢化の進行に伴う医療費の増

加が大きな課題となっている。国民皆保険等の社

会保障制度を持続可能なものとするには、医療費

負担の大きい要介護度高齢者の増加を抑制し、健

康寿命の延伸を図ることが不可欠である。高齢者

における健康の維持・増進には、適切な栄養摂取

は重要な要素であり、これを推進する上で口腔の

健康状態の維持は必須となる。一方、加齢に伴い

増加する口腔の健康問題の代表として、歯周病と

オーラルフレイルがある。 

歯周病は、糖尿病や誤嚥性肺炎、心血管疾患な

ど多くの全身疾患との関連や低体重児出産など

胎児への影響が知られているが 1),2)、厚生労働省

によると 2020 年の疾患別推計総患者数で、歯肉

炎及び歯周病は高血圧性疾患に次ぐ第 2位である。

糖尿病患者において、歯周病は第 6の合併症であ

るだけでなく、糖尿病そのものを悪化させること

も知られている 3)。また歯周病は、脳梗塞や心筋

梗塞のリスク因子でもあり、定期歯科受診により

発症率を改善するという報告もある 4) 。加えて、

2020年の九州大の研究では、歯周病菌の感染がア

ルツハイマー型認知症の原因物質と考えられる

アミロイドβの脳内への輸送促進に関与してい

ることが示されている 5)。 

オーラルフレイルは、誤嚥性肺炎に直結するだ

けでなく、身体的フレイル、サルコペニア、要介

護認定、総死亡のすべてにおいて発生リスクを 2

倍以上上昇させることが知られている 6)。しかし

ながら歯科健診の受診率は低く、2022年に日本歯

科医師会が行った調査において過去１年間に受

診している者は 50％に満たない。このことから、

政府は骨太方針 2023 には「国民皆歯科健診に向

けた取組の推進」を掲げているが法的な拘束力は

ない。 

一方、2015年に策定された患者のための薬局ビ

ジョンにおいて、健康サポート薬局が定義され、

その機能の一つとして地域住民の健康サポート

を積極的かつ具体的に実施することとなってい

る 。健康サポート薬局では、薬剤師は健康相談に

応じるのみならず、気軽にアクセスできる身近な

薬の専門家として積極的な情報発信も求められ

ている。健康サポートには「口腔の健康支援」も

含まれており、薬局薬剤師が地域住民の口腔の健

康維持・増進に積極的に関与し、その重要性を発
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信していくべきだと考えられる。しかしながら、

こうした認識は十分に浸透しておらず、多くの薬

局においてその必要性が十分に理解されていな

いのが現状である。実際、我々の調査では薬局薬

剤師が地域住民の口腔関連トラブルに対応する

自信を、諸外国と比べてあまり持っていないこと

も明らかとなっている 7)。2022 年の日本口腔ケア

学会大阪宣言では、「薬剤師教育における口腔ケ

ア領域の充実および、臨床の現場における薬剤師

の口腔ケアへの参画の重要性」が述べられるに至

った 8)。これまで薬学教育モデル・コア・カリキ

ュラムには「口腔ケア」に関する内容は含まれて

いなかったが、令和 4年度改訂版薬学教育モデル・

コア・カリキュラムには「薬物治療の実践」や「地

域医療・公衆衛生への貢献」の項目において、「口

腔ケア」が盛り込まれた。このため現職の薬剤師

においても、口腔ケアに関する学修の必要性が高

まっている。 

当研究室ではこれまでに、先述の薬剤師の意識

調査に加え、患者、歯科医師に対する調査研究に

より、薬局薬剤師が口腔の健康に参画するニーズ

を明らかにしてきた 9),10)。また、口腔内環境に注

目して薬局来局者に唾液検査及び口腔セルフケ

アに関する情報提供を行ったところ、口腔セルフ

ケア習慣及び歯科受診行動を変容させる可能性

を示唆してきた 11)。これまで入院患者に対し歯科

衛生士が口腔ケアに関わることで患者の口腔内

の状態が改善することを調べた研究はあるが、地

域住民に対し薬局薬剤師が関わることによる口

腔の健康状態の変化を調べた研究はない 12)。そこ

で本研究では口腔状態の評価方法と口腔の健康

維持・増進のための指導方法の研修プログラムを

作成し、健康サポート薬局の薬剤師に対して本研

修を実施したうえで、地域住民の口腔の健康状態

を包括的に評価し、住民個々に適した指導を行う

ことで地域住民の歯科受診行動、口腔の健康状態

および口腔ケア習慣が改善するかどうかを無作

為化比較介入試験で明らかにすることを目的と

した。本報告書ではその研修プログラムの評価結

果を報告する。 

 

B．研究方法 

1．web研修の構築 

web研修の構築 

まず健康サポート薬局に勤務する薬剤師に向

けた、歯科医師による web 研修動画を作成した。

この研修動画には、本研究では使用しないが、今

後薬剤師が口腔内の副作用発見のために使用す

る可能性がある評価方法として、多職種で広く用

いられる口腔の評価指標である Revised Oral 

Assessment Guide （以下、ROAG）に関する内容も

含めた。動画は株式会社ケアネットと研究協力者

の五島歯科医師によりシェアスタジオにて撮影

し、1 本当たり 10 分前後の動画を計 7 本作成し

た。それぞれ「口腔の機能」「口腔の構造」「補綴

物」「口腔内の異常」「摂食嚥下機能」「ROAG 評価

とは」「ROAG 評価の実践」をテーマとし、一般社

団法人日本口腔ケア学会に監修を依頼した。作成

した動画は Box クラウドストレージ（Box.comTM）

にて、本研究に参加する薬剤師のみが閲覧できる

設定で共有した。各動画の途中に異なるキーワー

ドを 3つ表示する設定とし、動画視聴後に当該キ

ーワードを提出させ、3 つ全て一致するまで再視

聴することとした。また、視聴直後に確認テスト

を実施し、到達度が不十分な場合は再視聴するこ

ととした。キーワードおよび確認テストは Google 

Formを用い回答を得た。 

 

2．実地研修の構築 

薬剤師の口腔の健康サポートの技能および、口

腔のセルフチェックの手法を修得するための実

地研修を構築した。実地研修は多施設無作為化介

入研究の説明会の中で実施した。実地研修のプロ

グラムは「口腔の健康の重要性について（研究代

表者：山浦）」「本研究の実施方法について（研究

協力者：林）」「健康サポート薬局で行うイベント

開催のコツ（研究分担者：岡崎）」「口腔の健康サ
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ポート方法について（研究協力者：林）」「口腔ケ

アの実施方法と口腔内の観察の実習（研究協力

者：五島）」とし、慶應義塾大学芝共立キャンパス

にて 10:00に開始し 1時間の休憩を挟み 16:30に

終了した。 

 

3．研究説明会並びに実地研修の実施 

健康サポート薬局の要件となる「所定の研修」

を修了し、健康サポート薬局に勤務する薬剤師を

対象に、多施設無作為化介入研究の趣旨説明会を

2024年 2月 13日、14日、15日、20日、26日、3

月 5 日、7 日の計 8 回実施し、研究協力者の募集

を行った。研究協力者として参加の意思表明をし

た薬剤師を本研修の対象者とした。 

対象者は、実地研修の前に web 研修動画の URL

および閲覧パスワードを用いてクラウドストレ

ージにアクセスし、7編全ての研修動画を視聴し、

確認テストまで修了した後、実施研修に進んだ。 

実地研修は、前半グループは 2024 年 3 月 24 日、

後半グループは 2024 年 4月 14日に実施した。 

 

4．研修の評価 

4-1．調査対象 

 多施設無作為化介入研究の研究協力者として

参加の意思表明をした薬剤師 39 名を調査対象と

した。 

4-2. 調査方法 

研究協力薬剤師の口腔問題の対応能力把握の

ため、「研修前質問紙調査」を web研修受講前に実

施した。また、同様の目的で「研修後質問紙調査」

を実地研修修了後に実施した。さらに、研修プロ

グラムの内容を評価するための「研修プログラム

評価質問紙調査」を実地研修修了後に行った。多

施設無作為化介入研究終了直後に「介入研究終了

後質問紙調査」を行った。 

4-3．調査項目 

 調査項目 

 「研修前質問紙調査」と「介入研究終了後質問

紙調査」の項目は、来局者からの口腔トラブルに

関する相談経験、口腔トラブルに適切に対応する

知識、適切に対応する能力、適切に対応する自信、

口腔の健康維持増進の推進に必要な事項の認識、

口腔領域に関する取り組み状況とした。 

「研修後質問紙調査」の項目は、口腔トラブル

に適切に対応する知識、適切に対応する能力、適

切に対応する自信、口腔の健康維持増進の推進に

必要な事項の認識、口腔領域に関する取り組み状

況とした。 

「研修プログラム評価質問紙調査」の項目は、研

修内容の理解度、業務における有用性、研修の満

足度とした。 

4-4．統計解析 

 質問紙調査の回答は、Excel を用いてデータ化

し集計・解析した。統計解析は有意水準 5％で行

い、p値が 0.05未満の場合を統計的に有意と判断

した。研究前後の変化の比較には対応のあるｔ検

定を行い、満足度に対する各プログラムの影響の

評価には CS分析を用いた。 

 

5．説明支援資材の検証 

本研修で使用する支援資材は山形県口腔保健支

援センターが作成したものを、使用許可を得て用

いた。支援資材は全 30枚（裏表）であった。支援

資材の使用頻度は、介入研究開始時に、予め各協

力薬局に全種類の支援資材を同数配布しておき、

不足分を請求してもらうことで使用頻度を割り

出し、頻度の高い支援資材を判定した。 

 

6．研究期間 

本研究の研究期間は 2024年 2月から 2025年 2月

までとし、慶應義塾大学薬学部の倫理審査委員会

の承認を得て行った（承認番号：承 230620-4）。 

 

C．研究成果 

Web研修・実地研修の受講者は 40名、そのうち

1 名は勤務先が健康サポート薬局ではなかったた

め除外した。また、「介入研究終了後質問紙調査」

で回答が得られなかった 5名を解析対象から除外
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し、最終的に 34 名を研修プログラム評価の解析

対象とした。各設問で回答漏れや不備があった場

合は欠損値として扱い、当該設問の集計からのみ

除外した。 

 

1．回答者属性 

 研究開始時の回答者の属性は「30 代」が 23 名

（67.6％）と最大で、「40 代」が 5 名（14.7％）、

「50 代」が 5 名（14.7％）と続き、「60 代以上」

は 1名であった。男女比は男性 16名、女性 18名

とほぼ半数であった。薬剤師経験は「10年以上 15

年未満」が一番多く 13名（38.2%）で、次に「5年

以上 10 年未満」が 10 名（29.4%）であった。ま

た、現在の薬局の勤務年数は「5 年以上」が最も

多く 21 名（63.6%）であり、「1 年以上 3 年未満」

と「3年以上 5年未満」が 5名（15.2%）と続いた。

勤務先の所在地は全 6 県で、「栃木県」が 15 名

（44.1%）で最も多く、続いて「東京都」8 名

（23.5％）、「神奈川県」5 名（14.7%）であった。

勤務先の立地は「病院・クリニックの門前」が 32

名（94.1%）でほとんどであった。 

 

2．研修前質問紙調査 

薬局における口腔関連商品の取り扱い（複数回

答）は、「鎮痛薬」が 26 名と最も多く、「口内炎治

療薬」「歯磨き粉」が 20名と続いた。一方で「舌

ブラシ」および「義歯安定剤」はそれぞれ 5名で、

口腔関連商品を取り扱っていないと回答した者

も 2名いた。 

来局者から口腔に関する相談を受けた経験が

ないと回答した薬剤師は 6 名（17.6％）であり、

相談を受けた経験がある場合の頻度は「月 1回程

度」が 12名（44.4％）、「それ以下」が 11名（40.7％）

と、月 1 回以下が 85％以上を占めていた。また、

相談経験のある 28 名の具体的な相談内容（複数

回答）は、「口腔乾燥」が 21名と最も多く、「口内

炎」18 名、「味覚異常」、「歯茎の腫れ・出血」12

名、「歯の痛み」10 名であった。相談を受けた際

の薬剤師の対応（複数回答）は、「歯科受診勧奨」

が最も多く 21 名で、続いて「口腔ケア用品の提

案」15 名、「OTC 医薬品の提案」13 名であった。

口腔トラブルや口腔ケアに対する知識があるか

という問いに対しては「そう思う」、「ややそう思

う」と答えたのは合計で 6名（17.6%）に留まり、

ほとんどの薬剤師が知識がないと考えていた。更

に、口腔トラブルや口腔ケアの相談者に適切に説

明できるかとの問いでは「そう思う」、「ややそう

思う」と答えた者は 5名(14.7%)、適切に対応する

自信があるかとの問いに対しては「自信がある」、

「やや自信がある」と答えた者は 4名（11.8%）に

留まり、適切に説明できない、対応に自信がない

薬剤師がいずれも 85％を超えていた。 

各薬剤師が現時点で「知っていた」「やや知って

いた」と回答した口腔の健康と関連する項目は

「口腔清掃習慣」33 名（97.1％）、「喫煙」32 名

（94.1％）、「間食」29 名（85.3%）、「糖尿病」27

名（81.8%）、「ストレス」24 名（70.6％）、「認知

症」22名(64.7%)、「肺炎」20名（58.8％）、「心疾

患」19名（57.6%）、「脳血管疾患」17名（50.0%）、

「高血圧」16名（47.1％）であった。ROAG評価に

ついて知っていた薬剤師は 4名(11.8%)であった。 

続いて、研修前の段階で口腔領域に対する何ら

かの取り組みを受講者自身が行っていた事例は

11 名（32.4%）、勤務する薬局での実施例は 13 名

(38.2%)であった。受講者自身の具体的な取り組

み内容（複数回答）で最も多かったのは「定期歯

科健診受診の声掛け」と「口腔ケア用品の取り扱

いの充実」7名で、続いて「口腔に関連した OTC医

薬品の取り扱いの充実」4 名であった。薬局での

具体的な取り組み内容（複数回答）で最も多かっ

たのは「口腔ケア用品の取り扱いの充実」と「口

腔に関連した OTC医薬品の取り扱いの充実」が 12

名、続いて「口腔に関連した来局者向けイベント

の開催」10名であった。 

最後に、口腔の健康に薬剤師が関わるべきかとい

う質問については 29 名（85.3%）が「そう思う」

「ややそう思う」と回答した。 
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3．3．研修後質問紙調査 

 研修を受けたことで相談を受けた時に適切に

対応する知識は得られたか、うまく説明ができる

ようになったかという 2種の設問に対して「そう

思う」「ややそう思う」と回答した薬剤師は 32名

（94.1％）であり、自信は高まったかという設問

に対しては「そう思う」「ややそう思う」と回答し

た薬剤師が 33名（97.1％）であった。 

口腔の健康と関連する項目は「喫煙」「間食」、

「口腔清掃習慣」「ストレス」「肺炎」「糖尿病」「高

血圧」「脳血管疾患」、「心疾患」、「認知症」「ROAG

評価」のすべての項目に関して全員が「理解でき

た」「やや理解できた」「もともと理解していた」

のいずれかと回答した。 

今後行う必要があると考える取り組み（複数回答）

のうち、受講者自身の取り組みの上位は「定期歯

科受診の声掛け」が最も多く 29 名、続いて「口腔

ケア用品の取り扱いの充実」が 25 名で、「口腔に

関連した OTC医薬品の取り扱いの充実」と「口腔

領域のスタッフ向け勉強会の開催」が 19 名であ

った。一方、勤務する薬局としての取り組みの上

位は「口腔ケア用品の取り扱いの充実」が 29名、

続いて「定期歯科受診の声掛け」が 27 名、「口腔

に関連したイベントの開催」が 25名「口腔ケアに

関連した OTC 医薬品の取り扱いの充実」が 23 名

であった。最後に、研修前と比べて口腔領域の健

康について薬剤師が積極的に関わるべきだと思

ったかという設問については全員が「そう思った」

「ややそう思った」と回答した。 

 

4．研修プログラム評価質問紙調査 

 プログラムの理解度で「理解できた」「やや理解

できた」と回答した薬剤師は web 研修動画、口腔

の健康の重要性の講義、口腔ケアと口腔観察の実

技、研究の実施方法は 34名全員であった。健康イ

ベントの開催の講義と、口腔の健康サポート方法

の講義は 1名のみ「どちらともいえない」との回

答だった。 

 実技に関して、来局者に説明できるかという問

いに関しては 31名（91.2%）がそう思うと回答し

た。 

 研修が実際の業務に役立つかという設問につ

いては研究の実施方法で「どちらともいえない」

と回答した者が 1 名いた以外は全て「そう思う」

「ややそう思う」と回答していた。 

 時間配分に関しては web研修動画、口腔の健康

の重要性の講義、口腔ケアと口腔観察の実技は全

員が適切だったと回答しており、他も 90％以上が

適切だったと回答した。 

 研修の実施方法に関して、オンラインでの実施

で差し支えないとの回答は、web 研修では 100％

であったのに対し、それ以外のプログラムでは、

口腔の健康の重要性 21名（61.8％）、研究の実施

方法 20名（58.8%）、健康イベントの開催、口腔の

健康サポート各 16名（47.1％）、口腔ケアと口腔

観察 8名（23.5％）に留まり、特に実習形式のプ

ログラムで実地研修を必要とする回答が多かっ

た。 

 研修会の参加人数は 33名（97.1%）が適切であ

ったと回答した。 

研修プログラム個別の満足度では健康イベン

トの開催で 1名「やや不満」の回答があった以外

は 33名（97.1%）が「満足」「やや満足」との回答

だった。 

総合満足度に対して、講義の理解度との相関が

最も大きかったのは「口腔の健康の重要性に関す

る講義」であり、次いで「口腔の健康サポート方

法に関する講義」、「健康イベントの開催に関する

講義」の順であった。ただし、「健康イベントに関

する開催の講義」は総合満足度との相関は高かっ

たものの、受講者による理解度は相対的に低かっ

た。 

 

5．介入研究終了後質問紙調査 

薬局における口腔関連商品の取り扱い（複数回

答）は、「鎮痛薬」が 26名と最も多く、その後「歯

磨き粉」で 22名、「口内炎治療薬」が 21名と続い

た。一方で「液体歯磨き」の取り扱いのあるもの
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は 5名で、何も取り扱っていないと回答した回答

者も 3名いた。 

来局者から口腔に関する相談を受けた経験が

ないとした薬剤師は 2名（5.9％）であり、相談を

受けている者の頻度は「月 1回程度」と「それ以

下」が各 12名（40.％）で、月 1回以下が 80％で

あった。また、相談を受けていた 30名の具体的な

相談内容（複数回答）は、「口腔乾燥」が 22名と

最も多く、「口内炎」16名、「口腔ケア用品」13名、

「歯の痛み」と「味覚異常」が各 12名であった。

相談を受けた際の薬剤師の対応（複数回答）は、

「歯科受診勧奨」が最も多く 25名で、続いて「口

腔ケア用品の提案」18名、「OTC医薬品の提案」15

名であった。口腔トラブルや口腔ケアに対する知

識があるかという問いに対しては「そう思う」、

「ややそう思う」と答えたのは 19名（57.6%）で

半数以上であった。更に、口腔トラブルや口腔ケ

アの相談者に適切に説明できるかという問いで

は「そう思う」、「ややそう思う」と答えた者は 18

名（54.5％）、適切に対応する自信があるかという

問いに対しては「自信がある」、「やや自信がある」

と答えたのが 15名（45.5％）であった。 

研究期間中に各薬剤師が口腔の健康との関連

を実感したことがあった項目は「口腔清掃習慣」

30名（88.2％）、「糖尿病」23名（67.6%）、「間食」

22名（64.7%）、「ストレス」21 名（61.8％）、「喫

煙」、「高血圧」、「認知症」が各 17 名（50.0％）で

あった。 

介入研究終了時点で口腔領域に関して薬剤師

自身が取り組むべきと考えた項目（複数回答）は

「定期歯科健診受診の声掛け」が 30 名（88.2%）

で最も多く、次いで「口腔ケア用品の取り扱いの

充実」と「口腔に関連した OTC医薬品の取り扱い

の充実」が各 25名（73.5%）と高く、「口腔に関連

したイベントの開催」も 17 名(50.0%)であった。

勤務する薬局として取り組むべきとした回答の

上位は「口腔ケア用品の取り扱いの充実」26 名

(76.5%)、「口腔に関連した OTC医薬品の取り扱い」

25 名（73.5%）、「定期歯科健診受診の声掛け」24

名（70.6%）であったが、「口腔に関する患者向け

資料の作成」、「口腔に関連した患者向けイベント

の開催」、「口腔領域のスタッフ向け勉強会の開催」

についても全て 50%を超えていた。 

最後に、口腔の健康に薬剤師が関わるべきかとい

う質問については 33 名（97.1%）が「そう思う」

「ややそう思う」と回答し、「どちらともいえない」

と回答したのは 1名のみだった。 

 

6．研究前後の変化 

 取り扱いのある口腔関連商品うち介入研究終

了後に有意に増加したものは歯ブラシ、舌ブラシ、

洗口剤であった。品揃えの個数は全体の総計で

160 個から 180 個、平均で 4.76 個から 5.38 個に

有意（P=0.03）に増加した。 

 相談対応に必要な知識、適切な説明能力、およ

び自信の度合いい関する自己認識は、いずれも 5

段階のリッカート尺度による評価で、研修前時点

の平均値がそれぞれ 2.27、2.30、および 2.25 で

あったのに対し、研究終了後には 3.48、3.45、お

よび 3.33 へと全て有意に向上した（いずれも

P<0.01）。また、薬局薬剤師が口腔の健康に関わる

べきとの意識についても、同尺度で4.41から4.68

へと有意に向上した（P=0.03）。 

 

7．支援資材調査 

 研究期間中に追加請求のあった支援資材は枚

数の多い順に「唾液の役割」79 枚、「歯磨きの仕

方」70枚、「歯周病の基本」50枚、「口腔機能低下

症」35枚、「糖尿病と歯周病」31枚、「骨粗しょう

症と歯周病」27 枚、「オーラルフレイル」26 枚、

「薬と口腔」22 枚、「8020 運動」21 枚、「肥満と

歯周病」18枚、「かみ合わせ」13枚、「入れ歯」と

「う蝕」が各 10枚、「咀嚼」6枚、「キシリトール」

4枚、「タバコと口腔」1枚であった。 

 

D. 考察 

 研修プログラムのうち、薬剤師の口腔に対する

理解を深め、モチベーションを上げるために、口
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腔の健康の重要性の講義が最も重要であること

がわかった。一方で健康サポートイベント開催方

法の講義に関しては参加者のニーズはあるもの

の満足度が低いため、改善することでより有用な

研修になると考えられる。また、口腔ケアの観察

と実技も全体の満足度には関係がなかったが、理

解度は高く薬剤師が口腔の知識を得るうえで重

要であると考えられた。 

 Web 研修動画を除く全ての研修は程度の差はあ

るものの、オンライン研修では適さないと考える

参加者がおり、実地研修を行うべきであると考え

られた。時間配分や人数は適切であるとの回答が

ほとんどであったことから、今回の 20人規模で、

「口腔の健康の重要性について」「健康サポート

薬局で行うイベント開催のコツ」「口腔ケアの実

施方法と口腔内の観察の実習」について半日程度

の研修とするのがよいと考えられた。 

 介入研究終了後には適切な説明能力と自信の

度合いが増加し、取り組みに対する意識も増えて

いたことから、研修のみで満足することなく、学

んだことを即実臨床において実践してみること

が薬剤師としての自信に繋がると考えられる。 

今回の参加薬局のほとんどが門前型の薬局で

あったが、介入研究の後に歯ブラシなどを含む口

腔関連商品の取扱いが有意に増加していたこと

から、定期的に口腔に関するイベント形式の取り

組みを行うことで、門前型の薬局であっても口腔

に対する対応力が上がり地域住民の口腔の健康

維持・増進に寄与できる可能性が示唆された。 

 今回、使用したリーフレットのうち最も使用量

が多かったのは「唾液の役割」であり、口腔乾燥

に悩んでいる人が多いと考えられた。また、これ

に続く「歯の磨き方」は、歯科受診をしていない

地域住民に薬剤師が適切な方法を伝えていく上

で重要であると考えられた。これに加えて歯周病

やオーラルフレイルも含めたリーフレットを作

成することで、薬局薬剤師が地域住民に口腔の健

康の大切さを啓発していく一助となると考えら

れた。 

今回の研究では、口腔の健康に関する相談対応

に対する自己効力感は、研修前の 11.8％から向上

したものの、最終的に 45.5％にとどまっていた。

この結果は、現行の研修および口腔保健関連イベ

ントにおいて、必要とされる知識や技能の習得に

向けて、依然として改善の余地があることを示唆

している。今後、研修プログラムの内容や構成を

見直すことで、さらなる効果の向上を図りたい。 

 

E. 結論 

 本研究で構築した研修プログラムを健康サポ

ート薬局に勤務する薬剤師に実施することで、口

腔の健康サポートに関する自信がつき、薬局にお

いて口腔の健康サポートを行うべきという意識

が上がった。このことから、当該研修を全国に展

開することで、健康サポート薬局の発信力を活か

して地域住民の口腔の健康に対する認識の向上

や行動変容を促し、ひいては健康寿命の延伸に繋

げられると考えられる。 

また、本研究により薬局薬剤師が地域住民に説

明する際に有用なリーフレットの内容が判明し

たことから、今後関連学会などを通して全国に配

布できるものを作成していきたい。 

 

F. 健康危険情報 

 なし 

 

G. 研究発表 

1．論文発表 

1. Hiroki Iwata, Rintaro Yoshida, Naoko 

Hayashi, Noriko Kobayashi, Kazuko Fujimoto, 

Katsunori Yamaura. Community Pharmacists’ 

Perceptions and Needs Regarding Oral 

Healthcare Advice in Japan. Keio J Med., 2025. 

In press. 

 

2．学会発表 

1. 山浦克典: 歯科領域に期待される薬剤師の役

割, 第 26回日本医薬品情報学会総会・学術大会, 
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千葉, (2024. 6) 

2. 山浦克典: 薬学教育モデルコアカリキュラム

に謳われた「口腔ケア」を実践する教育を考える, 

第 9回日本薬学教育学会大会, 東京, (2024. 8) 

3. 山浦克典: 次世代薬剤師育成の強化と医療 DX
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(2024. 9) 
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ョイントシンポジウム, 福岡 （2025.3） 
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研究報告書 

 

健康サポート薬局の薬剤師による地域住民に対する口腔の健康サポートの有用性 

 

研究代表者 山浦 克典 慶應義塾大学薬学部 教授 

 研究協力者 林 直子  慶應義塾大学薬学部附属薬局 

 

研究要旨 

〈背景・目的〉 

口腔の健康不良は全身疾患の原因となり、またそれ自体が健康寿命に悪影響を与えることが報告さ

れているが、国民の歯科受診率は伸び悩んでいる。健康サポート薬局は地域住民の健康維持・増進

を具体的かつ積極的に支援する機能を有しており、当該薬局の薬剤師が口腔に関しても健康サポー

トに取り組むことで口腔の健康課題の解決に貢献できる可能性がある。そこで今回、「口腔の健康に

関する研修」を修了した薬剤師が地域住民の口腔の健康サポートを行うことで、定期歯科健診の受

診率が向上し、口腔の健康状態の改善に寄与しうるか多施設共同ランダム化比較試験により検討し

た。 

〈方法〉 

健康サポート薬局に来局した地域住民で研究参加に同意の得られた参加者を、口腔の健康サポート

介入群と非介入群に無作為に割り付けた。「口腔の健康に関する研修」を修了した薬剤師が、両群に

対し口腔の健康状態等に関するアンケート調査とパンフレット配布をし、介入群に対しては口腔の

健康サポートを実施した。口腔の健康サポートは初回、約 3か月後、約 6ヵ月後の計 3回行い、定

期歯科健診の受診率の向上と、口腔の健康状態の変化等を比較した。 

〈結果〉 

データ解析対象者は 254 人だった。初回の時点で定期歯科健診の非受診者は介入群で 31.8％（41／

129 人）、非介入群で 28.8％（36／125 人）であった。非受診者のうち 6ヵ月の時点で予約・受診をし

ていた者は介入群で 34.1％（14／41人）、非介入群で 16.7％（6／36人）であり、介入群の方が有意

に多かった（p=0.041）。口腔の健康状態の自覚（痛み、乾燥、清潔度など）、口腔ケア習慣、オーラル

フレイルは介入群、非介入群の変化で有意差はなかった。一方で、介入群と非介入群を合わせた対象

者全体で解析すると、初回から 6か月後の非オーラルフレイルの割合の変化は、初回の非受診群のう

ち 6か月間で受診・予約した者では 30.0%（6/20）から 60.0%（12/20）に増加し、定期歯科健診受診

者の 62.7%（111/177）と同レベルまで改善した。一方、最後まで受診しなかった者の非オーラルフレ

イルの初回の割合 33.3%（19/57）は 6カ月経過後も 47.4%（27/57）に留まった。 

〈考察〉 

本研究では、健康サポート薬局の薬剤師が、地域住民の口腔の健康サポートを半年にわたり行うこ

とで、歯科受診率が上がり、受診により非オーラルフレイルの割合の増加が認められたことから、

薬剤師による継続的なサポートが、歯科健診受診率の向上と口腔の健康状態の改善に寄与する可能
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性が示された。口腔ケア習慣や口腔状態の自覚、オーラルフレイルの変化に介入効果がみられなか

ったが、これはアンケートの実施とパンフレットの配布を非介入群にも実施したことが、介入に近

い影響を及ぼしためだと考えられる。このことから、薬局でパンフレットを配布し口腔の状態を自

覚してもらうだけでも、一定の改善効果がみられる可能性が考えられる。本研究では、参加者の定

期歯科受診率は歯科医師会が 2022年に実施した調査結果よりも高かったことから、口腔に対する意

識の高い者が多かったと考えられた。口腔に対する意識が低く普段歯科健診受診していない地域住

民に対して、健康サポート薬局の薬剤師が口腔の健康の重要性を啓発し、歯科健診受診を働きかけ

ることが地域住民の口腔の健康ひいては健康寿命の延伸に繋がると考えられる。 

A．研究目的 

我が国の国民医療費は 2020年現在 42.9兆円に

達しており、高齢化の進展に伴い今後も増加が見

込まれている。国民皆保険制度をはじめとする社

会保障制度を維持可能なものとするには、国民一

人ひとりが健康維持・増進に努め、医療費の適正

化を図ることが重要である。その手段の一つとし

て、健康寿命延伸に向けた取り組みが有効である。

特に高齢者における健康の維持・増進には、適切

な栄養摂取が不可欠であり、その基盤として口腔

の健康状態の維持は欠かせない。加齢に伴い罹患

率が増加する歯周病やオーラルフレイルは、高齢

者の口腔の健康を脅かす代表的な問題であり、早

急な対策が求められている。 

歯周病は、糖尿病や誤嚥性肺炎、心血管疾患な

ど多くの全身疾患との関連や低体重児出産など

胎児への影響が知られているが 1),2)、厚生労働省

によると 2020 年の疾患別推計総患者数で、高血

圧性疾患に次ぐ第 2位である。糖尿病患者におい

て、歯周病は第 6の合併症であるだけでなく、糖

尿病そのものを悪化させることも知られている 3)。

また歯周病は、脳梗塞や心筋梗塞のリスク因子で

もあり、定期歯科受診群では発症率が有意に低い

という報告もある 4) 。加えて、2020 年の九州大

の研究では、歯周病菌の感染がアルツハイマー型

認知症の原因物質と考えられるアミロイドβの

脳内への輸送促進に関与していることが示され

た 5)。 

オーラルフレイルは、誤嚥性肺炎に直結するだ

けでなく、身体的フレイル、サルコペニア、要介

護認定、総死亡のすべてにおいて 2倍以上の発生

リスクが認められている 6)。しかしながら歯科健

診の受診率は低く、2022年に歯科医師会が行った

調査において過去１年間に受診している者は

50％に満たない。このことから、政府は骨太方針

2022に「国民皆歯科健診の具体的な検討」を掲げ、

2025 年の導入を目指しているが法的な拘束力は

なく、現在既に行われている特定健診でも厚生労

働省のデータで 53.1％と皆健診には程遠い。 

一方、2015年に策定された患者のための薬局ビ

ジョンにおいて、健康サポート薬局が定義され、

その機能の一つとして地域住民の健康サポート

を積極的かつ具体的に実施することとなってい

る 。健康サポート薬局では健康相談に応じるの

みならず、気軽にアクセスできる身近な薬の専門

家として積極的な情報発信も求められている。健

康サポートの中に「口腔の健康サポート」も含ま

れるため、薬局薬剤師が口腔の健康維持増進に関

わり積極的に発信していくべきだと考えられる。 

当研究室ではこれまでに、患者、歯科医師に対

する調査研究により、薬局薬剤師が口腔の健康に

参画するニーズを明らかにしてきた 7),8)。また、

口腔内環境に注目して薬局来局者に唾液検査及

び口腔セルフケアに関する情報提供を行ったと

ころ、口腔セルフケア習慣及び歯科受診行動を変

容させる可能性を示唆してきた 9)。これまで入院

患者に対し歯科衛生士が口腔ケアに関わること
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で患者の口腔内の状態が改善することを調べた

研究はあるが、地域住民に対し薬局薬剤師が関わ

ることによる口腔の健康状態の変化を調べた研

究はない 10)。そこで本研究では健康サポート薬局

の研修修了薬剤師に対して口腔の健康に関する

研修を実施したうえで、地域住民の口腔の健康状

態に合わせて個々に適したサポートを行うこと

で地域住民の歯科受診率の向上と、口腔の健康状

態および口腔ケア習慣が改善するかどうかを多

施設共同ランダム化比較試験で明らかにするこ

とを目的とした。 

 

B．方法 

1．共同研究薬剤師 

「口腔の健康に関する研修」の受講を修了し、

研究への参加意向のある健康サポート薬局の薬

剤師 39 名を共同研究薬剤師として登録した。ま

た、共同研究薬剤師が勤務する 27 薬局とは覚書

を交わした上で本研究の共同研究施設として登

録した。なお、全ての共同研究薬剤師は事前に倫

理研修を受講した上で研究に参加した。 

 

2．研究デザイン 

本研究は同意を得られた対象者に対する薬剤

師の介入、非介入をムジンワリ（イルカシステム

株式会社が運営するクラウド上の無作為化ソフ

ト）を用いて割り付けた非盲検無作為化比較試験

である。無作為化は薬剤師を層別因子とした置換

ブロック法で行った。 

 

3． 評価項目と予定対象者数 

本研究では主要評価項目を歯科受診率とし、対

象者数は有意水準 0.05％、効果量 0.2で算出した

394名に脱落率を 20％とした 473名を予定対象者

として計画した。 

更に、副次的評価項目として、口腔状態のセルフ

チェック、口腔ケア習慣、オーラルフレイルの変

化を検討した。 

 

4．対象者 

各薬局で研究参加募集のチラシを配布し、参加

希望した来局者のうち、研究参加の同意を取得で

きた者を対象者とした。なお、未成年、認知症治

療薬を使用中の患者、研究当日に新型コロナウイ

ルス感染症の疑いのある患者は除外した。また、

妊婦が非介入群に割り当てられた場合、妊娠中の

口腔ケアの重要性を鑑み研究の対象外としたう

えで、薬剤師の通常業務として介入群に実施する

口腔の健康サポートを実施した。 

 

5．研究期間 

本研究は 2024年 5月から 2025 年 1月まで、各

共同研究薬剤師の勤務する共同研究施設の薬局

内で実施した。 

 本研究は慶應義塾大学薬学部の倫理審査委員

会の承認を得て行った（承認番号：承 240307-1）。 

 

6．研究手順 

 対象者には 1 回目の介入研究日に加えて、約 3

ヵ月後および約 6ヵ月後の計 3回来局を依頼した。 

来局時には、介入群、非介入群共に Preアンケ

ートを実施後、介入群には共同研究薬剤師が介入

として Preアンケート結果に基づき支援資材（山

形県口腔保健支援センター作成）を用いて、歯の

磨き方、誤嚥予防の運動、口腔乾燥に対するケア

等の説明を行い、希望する対象者にはデンタルミ

ラーを用いた家庭での口腔観察方法の説明も実

施した。非介入群には支援資材を自身で選んでも

らうのみとし、両群とも最後に Post アンケート

を行った。なお、非介入群に不利益がないよう、

両群ともに歯科受診勧奨を行った。 

2回目、3回目の来局も同様の手順で行い、3回目

の Post アンケート終了後には、希望する非介入

群の対象者にも介入群と同様の口腔の健康サポ

ートを実施した。 

 

7．アンケート項目 

 各回とも、Pre アンケートで口腔ケア習慣、口
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腔の自覚症状、生活習慣、口腔関連病歴、歯科受

診、属性の聴取に加えて、口腔状態のセルフチェ

ック、オーラルフレイルのセルフチェックを行っ

た。Postアンケートで、介入群には口腔の健康サ

ポートの内容に関する評価、行動変容の意識を確

認し、両群共に歯科受診の意識とイベントに対す

る満足度を聴取した。特に主要評価項目の歯科受

診に関しては、初回で定期歯科受診の有無を確認

した上、3 ヵ月後および 6 ヵ月後に受診した又は

予約したか否かを確認した。 

 

8．統計解析 

主要評価項目である歯科受診率については、介入

群および非介入群の初回時点で定期歯科受診を

していない者を対象に、6 ヵ月以内の受診行動を

比較し、z 検定の片側検定を用いて有意水準 5％

で検定を行った。p値が 0.05 未満の場合に統計的

有意と判断した。また、受診の有無を目的変数と

し、関連する複数の説明変数との関係を解析する

ために、数量化Ⅱ類を用いた。更に、介入群と非

介入群を合わせた研究対象者全体で非オーラル

フレイルの割合と受診行動の関連をコクランの Q

検定で検討した。必要項目中に無回答がある場合

にはその対象者を除外して解析した。統計解析は

株式会社アイスタットの Excel解析アドインソフ

トを使用した。 

 

C．研究成果 

 同意取得者は 314 名あり、このうち 1 名は 3

ヵ月目を迎える前に同意撤回書を提出した。3 ヵ

月目時点で継続して来局したのは 287名（91.4%）、

6 ヵ月目の研究終了時点まで来局したのは 266 名

（84.7%）であり、脱落率は 15.3%であった。 

 対象者の背景は男性 79名（29.7%）、女性 187名

（70.3%）で、初回の年齢で 20代 7名（2.6%）、30

代 20名（7.5%）、40 代 31名（11.7%）、50 代 27名

（10.2%）、60代 48名（18.0%）、70代 77名（28.9%）、

80代以上 56名（21.1%）であり、70 代以上が半数

であった。また、男性 79名（29.7%）、女性 187名

(70.3%)と女性の方が多かった。 

 そのうち、今回の解析に関連した調査項目にお

いて無回答のなかった介入群129名、非介入群125

名の計 254名を解析対象者とした。 

 

1．非定期歯科受診者の受診行動 

 解析対象者のうち、初回時点で定期歯科受診

をしていない者は介入群 41名、非介入群 36名

の計 77名であった。そのうち、6か月後に歯科

受診・予約をしていた者は介入群で 14名

(34.1%)、非介入群で 6名（16.7%）であり、介

入群の方が有意（P=0.041）に歯科受診者が増え

ていた。 

 

2．非定期歯科受診者の受診行動の関連因子 

 先に上げた 77名の受診行動を目的変数とし、

介入の有無、オーラルフレイル、年齢、性別を

説明変数として、数量化Ⅱ類で関連性を解析し

たところ、判別的中率 67.5%で、性別が寄与率

46.3%、P=0.007と有意に関連があった。また、

介入の有無は寄与率 28.4％、P=0.073であっ

た。 

 

3．介入による口腔の状態の自覚・習慣の変化 

介入群と非介入群を比較した結果、口腔状態のセ

ルフチェックの結果、口腔ケア習慣、およびオー

ラルフレイルの判定結果において、いずれも顕著

な差は認められなかった。 

 

4．非オーラルフレイルの割合の変化 

 介入群と非介入群を合わせた対象者全体（254

名）における非オーラルフレイルの割合の 6ヵ月

後の変化を解析した。初回時点の定期歯科受診者

は 177名でそのうち非オーラルフレイルが 103名

（58.2％）であった。初回時点の非定期歯科受診

者は 77 名でのそのうち非オーラルフレイルは 25

名（32.5%）であった。 

初回から 6ヵ月後の非オーラルフレイルの割合

変化は、初回時点の定期歯科受診者で初回の
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58.2％（103/177）から6ヵ月後でも62.7%（111/177）

の高値を維持した。一方、初回時点の非定期歯科

受診者のうち 6ヵ月間で受診・予約した者では非

オーラルフレイルの割合が 30.0%（6/20）から

60.0%（12/20）に改善したが、最後まで受診しな

かった者では 33.3%（19/57）から 47.4%（27/57）

の微増に留まった（図 1）。 

結果として、介入研究開始前からの定期歯科受

診者は非受診者に比べて有意に非オーラルフレ

イルの割合が大きかったが、非受診者が 6ヵ月

の間に受診行動を起こすことで非オーラルフレ

イルの割合が定期歯科受診者と同程度まで増え

た。 

 

D. 考察 

 本研究において、口腔のセルフチェックや口腔

ケア習慣に関して介入群と非介入群に大きな違

いは見られなかったが、これはアンケートの実施

とパンフレットの配布が介入に近い影響を及ぼ

しためだと考えられる。このことから、薬局でパ

ンフレットを配布し口腔の状態を自覚してもら

うだけでも、一定の改善効果がみられる可能性が

考えられる。また本研究では、対象者の定期歯科

受診率は歯科医師会が実施した 2022 年の歯科健

診受診率よりも高かったことから、口腔に対する

意識の高い者が多かったと考えられた。とはいえ、

非定期歯科健診受診者だけで見た時、介入群の方

が 6か月後までの受診・予約者が多く、薬剤師が

口腔の健康サポートをすることで受診行動を起

こす動機づけになると考えられた。受診に繋がる

因子では性別にだけ有意差があり、女性で受診に

繋がりやすいことがわかった。介入の有無は有意

ではなかったが次に寄与率が高く、受診に繋がり

にくい男性に介入して受診を促すことで、全体の

受診率の向上につながると考えられた。今後非定

期歯科健診受診者だけを対象とした大規模な研

究を行うことで、より正確に因子が抽出される可

能性がある。 

また今回、オーラルフレイルのリスクだけ検討

した所、介入非介入の影響はなかったものの、全

体として非受診者よりも途中からであっても受

診した者の方が非オーラルフレイルである率が

高かった。このことから、受診することがオーラ

ルフレイルの改善につながると考えられ、前述の

介入群の受診率が上がったことと合わせると、薬

剤師による口腔の健康サポート介入が、歯科受診

率を上げ、オーラルフレイルの改善につながると

予想された。特に非歯科受診者への介入が大切だ

と考えられ、薬局における非歯科健診受診者の洗

い出しが重要である。特にビスホスホネートや抗

がん剤などを使用中の場合の歯科受診は大切で

あるが、現時点で薬局で歯科受診を確認するのは

薬剤師が意識的に口頭で行うしかない。今後、国

民皆歯科健診も推進されていくこともあるため、

マイナ保険証の紐づけによる健診の確認ができ

るのと同時に歯科健診の受診の有無に関しても

確認できるようになれば、薬剤師もより薬剤と口

腔に対して意識が向き、歯科受診勧奨や副作用の

早期発見につながると考えられる。 

 

E. 結論 

 今回の研究で、薬剤師が地域住民、特に歯科健

診非受診に対して口腔の健康サポートをするこ

とで、歯科受診率が増え、地域住民全体のオーラ

ルフレイルの改善につながり、ひいては地域住民

の健康寿命の延伸に繋がると考えられた。 

 

F. 健康危険情報 

 なし 

 

G. 研究発表 

1．論文発表 

  なし 

 

2．学会発表 

1. 山浦克典: 歯科領域に期待される薬剤師の

役割, 第 26 回日本医薬品情報学会総会・学

術大会, 千葉, (2024. 6) 
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2. 山浦克典: 薬学教育モデルコアカリキュラム

に謳われた「口腔ケア」を実践する教育を考え

る, 第 9 回日本薬学教育学会大会, 東京, 

(2024. 8) 

3. 山浦克典: 次世代薬剤師育成の強化と医療 DX

の推進, 第 57 回日本薬剤師会学術大会, 埼玉 

(2024. 9) 

4. 山浦克典: 薬剤師業務および薬学教育で高ま

る口腔ケア領域の重要性, 日本がん口腔支持

療法学会第 10 回学術大会, 特別講演, 松山 

(2025.3) 

5. 山浦克典: 薬剤が誘発する口腔乾燥と高齢者

の口腔内に与える影響, 日本薬学会第 145 年
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H．知的財産権の出願・登録状況 
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なし 
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なし 
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なし 
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厚生労働科学研究費補助金 
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業） 

分担研究報告書 
 

健康サポート薬局での口腔の健康サポートによる医療費・歯科医療費への影響評価の検討 
 

研究分担者 浜田 将太 

一般財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構 研究部 担当部長 
 

研究要旨 
本研究では、薬局における口腔の健康サポートが地域住民の医療費・歯科医療費に及

ぼす影響を文献調査と本事業で実施した薬剤師による介入研究の結果に基づき考察し
た。文献調査では、歯科受診率向上、オーラルフレイル改善、歯周管理が中長期的な医
療費・歯科医療費抑制に繋がる可能性が示唆された。介入研究では、薬剤師のサポート
による短期的な歯科受診率の向上に加えて、薬剤師による口腔の健康サポート又はパン
フレット配布のいずれにおいてもオーラルフレイルのリスクのある者が減少する可能性
が示されたことから、薬局での口腔の健康サポートは、短期的な費用増加の可能性があ
るものの、歯科受診率の向上を通じて、中長期的な視点では健康改善と医療費・歯科医
療費の抑制に貢献する可能性があると考えられた。今後、中長期的な分析期間を設定し
た上での定量的なデータに基づく費用対効果の検証が必要である。 

A．研究目的 
本研究の目的は、薬局における口腔の健

康サポートが地域住民の医療費・歯科医療
費に及ぼす影響を文献調査と本事業で実施
した薬剤師による介入研究の結果に基づき
考察することである。 
 
B．研究方法 
本考察は、日本における歯科関連サービ

スの利用や費用に関する複数の文献情報を
検索するとともに、「口腔の健康に関する研
修」を修了した薬剤師が地域住民の口腔の
健康サポートを行う介入研究の結果に基づ
いて行う。文献調査は昨年度も実施したも
のの、今年度は本事業での介入研究での評
価項目や結果に基づき、歯科受診率やオー

ラルフレイル等に焦点を当てて、薬局での
口腔の健康サポートが医療費・歯科医療費
に与える影響を検討する。 
 
C．研究成果 
（1）歯科受診率の向上と費用 
歯周病検診や地域ベースの口腔検診プロ

グラムの受診券送付は歯科受診率の向上に
寄与する可能性がある 1、2。 
薬剤師による口腔の健康サポートが同様

の効果を持つ場合、短期的にはこれまで受
診していなかった住民が新たに歯科医療サ
ービスを利用することで、歯科医療費が増
大する可能性がある。 
しかし、早期の受診は、結果として重症化

を防ぎ、将来的な高額な歯科治療費や、口腔
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状態悪化に伴う全身疾患の医療費を抑制す
る可能性が期待される。 
 
（2）歯周病と全身疾患の医療費 
歯周病が特に糖尿病患者の医療費と関連

していること、また歯周管理が医療費の削
減や入院、インスリン治療の導入抑制と関
連していたことが報告されている 3、4。 
薬局での口腔の健康サポートが歯周病の

早期発見・管理を促す場合、中長期的にこれ
らの患者の医療費抑制に貢献する可能性が
ある。糖尿病患者において、歯周病ケアと透
析開始のリスク低下との関連も報告されて
おり 5、長期的な医療費抑制の観点から重要
である。 
 
（3）オーラルフレイルと医療費 
オーラルフレイルが高齢者の歯科医療費

だけでなく、医療費の増加とも関連するこ
とが示されている 6、7。 
本事業の介入研究において、薬剤師によ

る口腔の健康サポート又はパンフレット配
布のいずれにおいてもオーラルフレイルの
リスクのある者が減少する可能性が示され
たことから、中長期的に医療費・歯科医療費
の抑制に寄与する可能性があると考えられ
る。 
 
（4）歯科受診と介護費用 
予防的な歯科受診と介護費用の削減との

関連が示されている 8。 
薬剤師によるサポートが高齢者の予防歯

科受診を促す場合、介護費用の抑制につな
がる可能性がある。 

 
引用文献： 

1. Tamada Y, et al. Public Periodontal Screening 

Increases Subsequent Regular Dental Visits: 

The Life Study. JDR Clin Trans Res. 

2025;10(2):180-189. 

2. Ishimaru M, et al. Impact of sending vouchers 

for a community-based oral screening program 

on dental service usage promotion among 

adults: a difference-in-difference analysis. 

BMC Health Serv Res. 2024;24(1):1651. 

3. Kinugawa A, et al. Differences in health care 

expenditure due to the comorbidity status of 

periodontal disease and diabetes mellitus. J 

Periodontol. 2025 Jan 18. doi: 

10.1002/JPER.24-0496. 

4. Shin JH, et al. Effects of periodontal 

management for patients with type 2 diabetes 

on healthcare expenditure, hospitalization and 

worsening of diabetes: an observational study 

using medical, dental and pharmacy claims 

data in Japan. J Clin Periodontol. 

2021;48(6):774-784. 

5. Kusama T, Tamada Y, Osaka K, Takeuch K. 

Periodontal Care Is Associated With a Lower 

Risk of Dialysis Initiation in Middle-Aged 

Patients With Type 2 Diabetes Mellitus: A 6-

Year Follow-Up Cohort Study Based on a 

Nationwide Healthcare Database. J Clin 

Periodontol. 2025 May;52(5):717-726. doi: 

10.1111/jcpe.14105. Epub 2025 Jan 5. PMID: 

39757133; PMCID: PMC12003055. 

6. Arai E, et al. Association of oral frailty with 

medical expenditure in older Japanese adults: 

The study of late-stage older adults in Tottori 

(START Tottori). Gerodontology. 

2025;42(1):61-70. 

7. Doi T, et al. The relationship between 

subjective oral frailty and adverse health 

outcomes or medical and dental expenditures 

in the latter-stage older adult: A 6-year 
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2023;9(2):349-357. 

8. Kiuchi S, et al. Differences in Cumulative 

Long-Term Care Costs by Dental Visit Pattern 

Among Japanese Older Adults: The JAGES 

Cohort Study. J Gerontol A Biol Sci Med Sci. 

2024;79(9):glae194. 
 

D．考察・結論 
本事業で実施した介入研究の結果は、薬

剤師による口腔の健康サポートが、少なく
とも短期的には地域住民の歯科受診率を向
上させる効果があることを示唆している。
それは薬局における口腔の健康サポートが
短期的な費用増大の可能性があることを示
唆している。一方で、中長期的な視点では医
療費・歯科医療費の抑制に貢献する可能性
があると考えられた。また、オーラルフレイ
ルや介護費用に関する先行研究から、口腔
の健康サポートの経済的影響はオーラルフ
レイルの改善や介護費用の抑制にも及び、
歯科医療費だけではなく、広範囲な費用評
価を行うべきであることが示唆される。し
たがって、費用評価においては、短期的な受
診率向上による費用増大と、中長期的な重
症化予防や全身疾患管理による費用抑制の
両面があることは重要である。今後、中長期
的な分析期間を設定した上での定量的なデ
ータに基づく費用対効果の検証が必要であ
る。 
 
E．研究発表 

1．論文発表 
なし 
 

2．学会発表 
なし 
 

F．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 
なし 
 

2. 実用新案登録 
なし 
 

3. その他 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金 
（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業） 

分担研究報告書 
 

口腔ケアに対する薬局薬剤師の認識に関する先行調査の論文化 
 

研究分担者 岩田 紘樹 

慶應義塾大学薬学部 医療薬学・社会連携センター社会薬学部門 専任講師 
 

研究要旨 
歯周病は糖尿病や脳梗塞などの全身疾患の増悪因子にもなり得ることから、薬局薬剤

師が地域住民の口腔の健康維持・増進に関わる意義は大きい。我々はこれまでに、薬局
薬剤師 324 名を対象に口腔ケアに対する認識を調査しており、約 7 割の薬局薬剤師が口
腔トラブルや口腔ケアへの対応を薬局薬剤師の役割として認識していたが、対応の自信
度は低く、薬剤師向けの口腔領域の教育・研修（75.6％）が必要であるという課題が見
いだされた。今回、研究成果について英文論文にまとめ、The Keio Journal of Medicine
にアクセプトされた。この先行調査の成果により、口腔ケア教育の充実につながり、口
腔ケアへの薬剤師の参画が今後ますます推進されることが期待される。 

A．研究目的 
歯周病は糖尿病 1)や脳梗塞 2)などの全身

疾患の増悪因子にもなり得ることから、薬
局薬剤師が地域住民の口腔の健康維持・増
進に関わる意義は大きい。我々はこれまで
に、薬局薬剤師を対象に口腔ケアに対する
認識を調査し、学術大会にて発表を行った
（日本社会薬学会第 39 年会、2021 年）。こ
の先行調査の成果は、薬局薬剤師による地
域住民の口腔ケア支援を促進する上で重要
な知見となるため、令和 5 年度に引き続き
英文論文化を進めた。 
 
B．研究方法 

本先行調査は、株式会社ネグジット総研
にモニター登録している薬局薬剤師 324 名
を対象として、2021 年 3 月 26 日～3 月 29
日に web 方式の無記名自記式質問紙調査を

実施したものである（慶應義塾大学薬学部
人 を 対 象 と す る 研 究 倫 理 委 員 会 ： 承
210323-1）。得られた研究成果について結果
を精査し、投稿先を Journal of the American 
Pharmacists Association として英文論文化
を行った。 
 
C．研究結果・考察 

本先行調査で得られていた結果の概要は
以下の通りである。 

回答者の 87.6%が医薬品による口腔関連
副作用への対応を薬局薬剤師の役割として
認識しており、日常的な口腔トラブルや口
腔ケアへの対応を薬局薬剤師の役割として
認識している割合は 66.0%であった。しか
し、対応への自信度は口内炎が 52.2％、口
腔乾燥が 38.3%にとどまっており、オース
トラリア 3)やイギリス 4)の報告と比較して
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低かった。不安要素として、適切な対応方法
に関する知識不足（60.2％）や口腔内の症状
に関する知識不足（54.9％）が多く挙げられ、
薬剤師向けの口腔領域の教育・研修（75.6％）
が必要であるという意見が多かった。我が
国の薬局薬剤師による口腔の健康維持・増
進の取り組みの推進には、教育・研修の仕組
み作りが有用であることが示唆された。 

原稿作成、英文校正の後、Journal of the 
American Pharmacists Association に 2024
年 9 月 4 日に投稿したが、リジェクトとな
った。 

次 の 投 稿 先 に The Keio Journal of 
Medicine を選び、投稿規定に合わせて変更
を行い、2024 年 11 月 26 日に投稿した。そ
の後 Minor revision となり、2025 年 3 月 2
日にリバイスを再提出し、2025 年 3 月 12
日にアクセプトされた。 

 
D．結論 

我が国の薬局薬剤師の口腔ケアに対する
認識について、学術雑誌に英文論文として
掲載することができた。薬剤師に対する口
腔ケアの教育・研修が必要であることを明
示できたことで、それらの充実につながり、
口腔ケアへの薬剤師の参画が今後ますます
推進されることが期待される。 
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厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
                   
                              機関名    慶應義塾大学 

 
                      所属研究機関長 職 名    学長 
                                                                                      
                              氏 名  伊藤 公平              
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業                                        

２．研究課題名   薬局における口腔の健康維持・増進を推進する薬剤師対象教育プログラムの開発 

  および地域住民を対象とした口腔の健康サポート事業の有用性評価                                     

３．研究者名  （所属部署・職名） 薬学部・教授                                  

    （氏名・フリガナ） 山浦 克典・ヤマウラ カツノリ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 慶應義塾大学薬学部 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
                   
                             機関名 一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会 

医療経済研究機構 
                     所属研究機関長 職 名  所長 
                                                                                      
                             氏 名  遠藤 久夫          
 

   次の職員の令和 6 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業                                         

２．研究課題名  薬局における口腔の健康維持・増進を推進する薬剤師対象教育プログラムの開発および 

 地域住民を対象とした口腔の健康サポート事業の有用性評価                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）研究部・担当部長                                  

    （氏名・フリガナ）浜田 将太・ハマダ ショウタ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 慶應義塾大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
                   
                              機関名    慶應義塾大学 

 
                      所属研究機関長 職 名    学長 
                                                                                      
                              氏 名  伊藤 公平              
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名   医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業                                        

２．研究課題名   薬局における口腔の健康維持・増進を推進する薬剤師対象教育プログラムの開発 

  および地域住民を対象とした口腔の健康サポート事業の有用性評価                                     

３．研究者名  （所属部署・職名） 薬学部・専任講師                                  

    （氏名・フリガナ） 岩田 紘樹・イワタ ヒロキ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 慶應義塾大学薬学部 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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厚生労働大臣 殿 
                                                                             
                              機関名 国立大学法人秋田大学 
 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 南谷 佳弘      
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業               

２．研究課題名 薬局における口腔の健康維持・増進を推進する薬剤師対象研修プログラムの開発および地

域住民を対象とした口腔の健康サポート事業の有用性評価 

３．研究者名  （所属部署・職名）     大学院医学系研究科・准教授                             

    （氏名・フリガナ）     岡﨑 光洋（オカザキ ミツヒロ）                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 慶應義塾大学薬学部 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


